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資料４

国家機関の建築物等の保全の現況

令和４年度 中部地区官庁施設保全連絡会議

国土交通省HPにて、
国家機関の建築物等の保全の現況（令和４年３月版）公表
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk3_000005.html
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第１章 保全とその必要性
保全業務の概要・必要性を掲載

第２章 保全の具体的な内容
保全業務にはどのようなものがあるかを掲載

第３章 保全の進め方
施設管理者がどのように保全業務を行うかを掲載

第４章 令和３年度 保全実態調査の結果と評価
保全実態調査の分析結果を掲載

第５章 適正な保全に向けて
よくある保全指導の事例等を掲載

第６章 法令及び基準類の概要
保全に関係する法令・基準類の概要を掲載

「国家機関の建築物等の保全の現況」とは

目次



「保全」とは

建築物の当初の性能の維持・確保のほか、現行法令や社会・経済的な要請として
必要とされる性能を維持・確保できるよう建築物を良好な状態に保つこと。
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第１章 保全とその必要性～建築物のライフサイクルと保全～

国家機関の建築物等の保全の現況 第１章第１節 （Ｐ１）

外壁の浮き 鉄筋の腐食 外壁タイルの落下

防水押さえコンクリート
の損傷

屋外制御盤の錆 ユニット形空調機の腐食

建物を長期にわたり使用することで、これらの劣化、不具合が発生！！

4国家機関の建築物等の保全の現況 第１章第２節 （Ｐ２）

第１章 保全とその必要性 ～劣化や不具合の事例～



（適正な保全が行われていないことで生じる影響の例）

5国家機関の建築物等の保全の現況 第１章第３節 （Ｐ３）

第１章 保全とその必要性 ～適正な保全の必要性～

6国家機関の建築物等の保全の現況 第１章第４節 （Ｐ５、６）

第１章 保全とその必要性 ～建築物の保全の目標～
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官庁施設分野におけるインフラ長寿命化計画の推進体制

国家機関の建築物等の保全の現況 第１章第４節 （Ｐ７）

第１章 保全とその必要性

（参考）メンテナンスサイクルのイメージ図

計画的かつ効率的な修繕等の実施によって、官庁施設の長寿命化を図り、

トータルコストの縮減・平準化を実現

※個別施設計画とは、個別施設毎の長寿命化を図るためのメンテナンスサイクル
を実施する計画（保全台帳と中長期保全計画）

8国家機関の建築物等の保全の現況 第３章第２節 （Ｐ１８）

第１章 保全とその必要性
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保全の方法 ①「予防保全（時間計画保全、状態監視保全）」

②「事後保全」

国家機関の建築物等の保全の現況 第２章第１節 （Ｐ８）

第２章 保全の具体的な内容 ～保全の分類と業務概要～

屋上防水 目地部の雑草 屋外階段手すり部の異常外壁タイル落下

（１）日常点検
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第２章 保全の具体的な内容 ～日常的に行う保全～

（２）運転・監視 （３）清掃・警備

国家機関の建築物等の保全の現況 第２章第２節 （Ｐ９）



（４）法令に基づかない自主点検
（自主点検の例）

冷房、暖房等の実施期間の前後及び
期間中に実施するシーズンイン点検、シーズンオフ点検、
シーズンオン点検
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第２章 保全の具体的な内容 ～定期的に行う保全～

（２）国家機関の建築物及びその附帯施設の保全に関する基準に
基づく確認 （支障がない状態の確認）

官公法

（３）その他の法令で定める定期点検等
消防法、電気事業法、高圧ガス保安法、ガス事業法、

浄化槽法、水道法、大気汚染防止法、建築物衛生法、
国家公務員法人事院規則等

（１）定期点検 （損傷、腐食その他の劣化状況に関する点検）

建築基準法、官公法
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第１節 保全の実施体制の整備 （施設保全責任者、保全担当者等）

第２節 保全対象となる建築物の把握 （保全台帳等の整備等）

第３節 保全計画の立案 （中長期保全計画、年度保全計画）

第４節 保全関係経費の確保 （庁舎維持管理費要求単価、各所修繕費要求単価）

第５節 保全業務の実施 （建築保全業務労務単価等の保全関連基準）

第６節 保全状況の把握、評価及び改善

第３章 保全の進め方



修繕の内容や金額を記録した修繕履歴を反映することで実態に合った中長期
保全計画を作成することができ、効率的な保全（修繕）の実施に寄与。
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①「実施年月」
・工事（役務）の完了年月（西暦）

②「件名」
・工事単位。契約上の発注件名

③「発注者」
・営繕部,管理庁（含入居庁）の別

⑤「金額」
・最終請負金額（税込）

⑥「受注者」
・工事（役務）受注者名

入力項目

④「修繕内容」
・主要な部位・設備

「④修繕内容」の記入例

必要最小限。主要な部位・機器
が対象か否かがわかるよう記載

【対象建物名＋改修（新築、増築）】＋主要部位・
設備名（改修内容）＋（工期）の順に記載

記入ルール

『記載例』：
【庁舎改修】,躯体（部分）,屋上防水（全面）,照明
（事務室）,空調（ボイラー更新）,給水（受水槽更
新）,その他（天井改修）,（2010/07～2011/06）

※ 文字入力
100字制限
有り

国家機関の建築物等の保全の現況 第３章第２節 （Ｐ１６）

第３章 保全の進め方 ～修繕等の過去の記録の整備～
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BIMMS-N 中長期保全計画
建築 電気設備 機械設備 累計

施設の運用段階における保全（修繕）の実施内容、予定年度、概算額に係る計画

14国家機関の建築物等の保全の現況 第３章第３節 （Ｐ１６）

（概算額）

（予定年度）

（実施内容）

第３章 保全の進め方 ～中長期保全計画の概要～



庁舎等 昇降機：ほぼ全数、「敷地及び構造」等：９割台

※上段：令和３年度集計結果、下段：令和２年度集計結果
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（注）対象となる点検等は次のとおり
・「敷地及び構造」、「昇降機」及び「建築設備」は、建築基準法第12条及び官公法第12条に定める点検をいう。

対象施設数は、両法の対象施設数の合計
・「支障がない状態」は、「国家機関の建築物及びその附帯施設の保全に関する基準」（平成17年5月27日、

国土交通省告示第551号）に定める支障がない状態の確認をいう。
・「消防用設備等」は、消防法17条の3の3に定める点検をいう。

国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第３節 （Ｐ２６）

安全性の確保に関する点検等の実施状況評価項目（庁舎等）

第４章 保全実態調査の結果と評価

「避難経路等における障害物の有無」、「消防・防災」 ⇒ 良好な施設が９割超

「外壁」 ⇒ 約４割の施設において、補修や修繕等を実施する必要有り。

16国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第３節 （Ｐ２９）

安全性の確保に関する施設状況（良好な施設）の推移

第４章 保全実態調査の結果と評価



（注）対象となる点検等は次のとおり
・「水槽」は、水道法で定める簡易専用水道の貯水槽（受水槽等）の清掃
・「冷却塔」は、建築物衛生法及び人事院規則で定める冷却塔等の清掃等
・「飲料水」は、建築物衛生法で定める給水設備の飲料水等の遊離残留塩素等の検査
・「排水」は、建築物衛生法で定める排水設備の清掃
・「ねずみ等」は、建築物衛生法で定める清掃等及びねずみ等の防除
・「空気環境」は、建築物衛生法で定める空気環境の測定
・「機械換気設備」は、人事院規則10-4、事務所衛生基準規則9条に基づく点検をいう。

※上段：令和３年度集計結果、下段：令和２年度集計結果

実施率は、全体として改善傾向にあるが、空気環境の測定が低い状況

17国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第３節 （Ｐ３２）

執務環境の確保に関する点検等の実施状況（庁舎等）

第４章 保全実態調査の結果と評価
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「空気環境」、「照明照度」 ⇒ ９割超

「漏水」 ⇒ 約２割の施設において、補修や修繕等を実施する必要有り。

国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第３節 （Ｐ３５）

執務環境に関する施設状況（良好な施設）の推移

第４章 保全実態調査の結果と評価



・庁舎等 (６，３４１施設) の総評点。
・「良好」「概ね良好」「要努力」「要改善」の各区分における①～③の評価項目の

点数を比較すると、「保全の体制・計画」及び「点検等の実施状況」の結果が、
総評点に大きく影響。

19国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第４節 （Ｐ４８）

第４章 保全実態調査の結果と評価 ～総評点～

保全体制、保全計画、記録等の整備は、その必要性が浸透していると言えます
が、まだ未整備の施設があります。メンテナンスサイクルを確立するため、
引き続き、着実に取り組む必要があります。

建築基準法及び官公法に基づく定期点検は、法令で実施が定められており、
対象となるすべての施設について確実に実施する必要があります。

また、点検結果は、建築物の劣化状況に応じて適切な措置を講じ、施設の長寿
命化を図るという観点から、記録を保存し、次の対策に活用する必要があります。

施設の状況は、特に外壁の状況、家具の転倒防止対策、漏水の状況、設備機
器の状態について改善が必要な施設が多数見受けられます。安全性の確保に
関する対策を優先して、引き続き施設状況の改善に努める必要があります。

なお、本調査における施設状況に関する結果は、施設全体に関する概略評価
です。本調査で良好な施設であると回答があった施設においても、施設の管理者
による日常点検と有資格者による定期点検を適切に実施し、引き続き安全性の
確保に努める必要があります。

20国家機関の建築物等の保全の現況 第４章第５節 （Ｐ５０）

第４章 保全実態調査の結果と評価 ～保全の課題～



障害

屋上のルーフドレンに植物が
繁茂している状況や、防水目地
部の劣化による破損等の屋上
の点検の不備が見られました。

軽微な障害を放置することに
より防水層の損傷部分等から
水が浸入し、雨漏りの発生に
至るおそれがあります。

21

ルーフドレンに植物 防水目地の劣化

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５１）

ア．屋上の未点検・劣化

状況

定期的な屋上の点検により、ルーフ
ドレンの清掃や植物の除去を行い、
防水層の劣化を防ぐことが必要です。
防水層の劣化を確認した場合は、専
門業者等と相談し防水層の改修を
計画的に行う必要があります。

是正

状況

22

外壁の剥落 玄関庇の剥離

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

イ．外壁の劣化

経年劣化により外壁の一部
が剥離し、外壁仕上げ材（タイ
ル・コンクリ ート等）の一部の
落下が見られました。

障害

落下物により建物利用者等に
対して、人身事故や物損事故が
生じ るおそれがあります。

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５２）

劣化が進行しないうちに計画的に
補修を実施するほか、状況により剥
離・ 落下するおそれがある範囲につ

いて、立入禁止措置を講じるなど、
安全対策上の応急措置を行う必要
があります。

是正
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避難はしごの蓋の錆び 電気配管の腐食

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

ウ．器具・配管の劣化

状況

障害

ベランダに設置されている避難
はしごの蓋の錆びや、電気引き
込み配管（ポリエチレン被覆鋼
管）の腐食による雨水の侵入が
見られました。

避難はしご使用時の蓋の開閉
不良や、電気に対する水の事
故等、安全上重大な支障が生
じます。

是正

定期的に点検を行い、錆びや腐食
を確認した場合は、再塗装や配管の
更新等を行う必要があります。

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５２）

蛍光管が外された非常用照明器具

24

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

エ．非常用照明設備の不備

状況

障害

節電対策のため、照明器具
の蛍光管を外していたが、非
常用照明器具の蛍光管まで
外していた状況であった。

非常時に非常用照明が点灯
せず、避難時の安全確保が出
来ないため、とても危険な状態
になります。

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５３）

是正

非常用照明器具には点検用スイッ
チ（引き紐等）があります。引き紐を
引くことで、非常時に点灯する側の
蛍光管を確認することができます。



障害

状況

オ．避難・防火上の不適切な運用

コロナ対策として換気のため、
常時閉鎖の防火扉がストッ
パー等で開放状態となってい
ました。また避難経路に物品
の設置が見られました。

25

常時開放された防火扉 避難経路に置かれた物品

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５３）

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

常時閉鎖の防火扉は、出火時
の延焼を防ぐために常に閉じて
おく必要があります。また、避難
経路に物品等を置くと、避難時
の障害となります。

定期的に避難経路の確認を行い、
防火扉の状態確認や物品の設置を
行わないよう周知を行うことが必要
です。

是正

障害

第５章 適正な保全に向けて ～保全における留意事項～

設備室（機械室・電気室等）
内に物品（可燃物等）を保管し
ていまし た。

設備機器の周囲には点検ス
ペースを確保しておくことが必
要であり、物品を置いてしまうと
点検業務の障害となります。ま
た、火気を取扱う設備室内に火
災の原因となる可燃物を置くこ
とは禁止されています。

26

オイルタンク廻りに
置かれた物品

機械室に置かれた物品

国家機関の建築物等の保全の現況 第５章第１節 （Ｐ５４）

カ．設備室の不適切な使用

状況

点検スペースの確保と共に火災予
防のため、設備室内には物品の保
管をせず、適切な保管場所へ移動す
る必要があります。

是正
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○ 国土交通省では、官庁施設の保全水準の確保に資することを目的として、
建築保全業務共通仕様書等を作成しています。

○ 「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライン」
（厚生労働省）において、発注関係事務の適切な実施の一環として、現場条
件等を踏まえた適切な仕様書等を作成し、適正利潤の確保のための適正な
予定価格を設定することが求められており、その参考として建築保全業務共
通仕様書等が示されています。

○ 建築保全業務共通仕様書等の掲載URL
☞ https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk3_000006.html

３．建築保全業務の発注に関する基準類

建築保全業務共通仕様書

建築保全業務
積算基準

建築保全業務
積算要領

各所修繕費
要求単価

維持管理費
要求単価

建築保全業務
労務単価
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第６章 法令及び基準類の概要

○ 建築保全業務で実施される「定期点検及び保守」等の各業務について、
一般的な保全業務の作業項目と標準的に実施される作業内容、実施周期等
を示したもの。一般的な保全業務の内容等を定めたものであり、個々の建築
物の状況に応じて、適宜追加等を行う必要があります。

○ 最新版は平成３０年版

目的、用語の定義、業務現場管理等、第２編以降の実施における共通的な事項を規定。

第１編 総則

建築物等の各部分について、専門的知識を有する者が行う定期又は臨時の点検、保守について規定。

第２編 定期点検等及び保守

中央監視制御装置がある建築物等において、常駐して実施する運転・監視、日常点検保守に関する規定。

第３編 運転・監視及び日常点検・保守

汚れの除去や予防により仕上げ材を保護し、清潔で快適な環境を保つための作業について規定。

第４編 清掃

適正な執務環境を確保するための作業について規定。

第５編 執務環境測定等

施設内の盗難等を警戒、防止する業務について規定。

第６編 警備

国家機関の建築物等の保全の現況 第６章第４節 （Ｐ６４）

建築保全業務共通仕様書
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建築保全業務積算基準・同要領

29

保全業務費

～保全業務費の構成～

業務原価 直接業務費 直接人件費

一般管理費等 業務管理費 直接物品費

業務価格

消費税等相当額

： 保全業務に直接従事する技術者の労働力により生じる費用

建築物の部分等の数量 標準歩掛り 労務単価＝ × ×

労務数量

直接人件費

積算基準・要領に基づき算出 国土交通省より毎年度公表

国家機関の建築物等の保全の現況 第６章第４節 （Ｐ６４）

○ 建築保全業務積算基準：「建築保全業務共通仕様書」に基づく保全業務を
委託する際に必要な費用を算出するための基準

○ 建築保全業務積算要領：積算基準による費用算定に必要な考え方や標準
歩掛りを規定

○ 最新版は平成３０年版

○ 建築保全業務共通仕様書や積算基準等を適用して保全業務を発注する際に、
業務委託費の算定に用いる労務単価

○ 単価は、１２月に国交省ホームページにて公表
○ 全国１０地区の単価を算出（宿直単価は全国一律）
○ 積算基準に規定されている技術者区分毎に算出（１２区分）
○ 労働者に支払われる賃金にかかるものであり、諸経費は含まれていません。

技術者区分

保全技師Ⅰ 保全技師Ⅱ 保全技師Ⅲ

保全技師補 保全技術員 保全技術員補

清掃員Ａ 清掃員B 清掃員Ｃ

警備員Ａ 警備員B 警備員Ｃ

点検・保守及び運転・監視業務（６区分）

清掃業務（３区分）

施設警備業務（３区分）
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建築保全業務労務単価
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各所修繕費・庁舎維持管理費 要求単価

□各所修繕費 要求単価

官庁施設の各所修繕（部分的補修のための経常的な修繕）に必要な営繕

工事費の概算要求額の算出に用いる工事費単価で毎年度作成しています。

□庁舎維持管理費 要求単価

官庁施設の維持管理に必要な定期点検及び保守、運転・監視及び日常
点検・保守、清掃等に要する費用の標準的な単価（施設警備や水道光熱費、
修繕費等は含まない）で毎年度作成しています。

敷地内建物の合計延べ面積

3,000㎡以上 10,000㎡未満 10,000㎡以上

定期点検等及び保守費、執務環境測定費、施設警備費、
運転・監視及び日常点検・保守費、清掃費、植栽管理費

3,080 4,504

対象施設数 614 190

（円（税込）／㎡・年）（参考）合同庁舎・一般事務庁舎の維持管理費の平均

（注）・敷地内建物の合計延べ面積が3,000㎡以上の庁舎を対象として分析している。
・維持管理費の年間合計を、敷地内建物の合計延べ面積（附属屋等を含む）で除した値の平均値。

各省各庁の施設保全責任者等は、法令や保全の基準類・BIMMS-Nを活用し

保全業務を実施するとともに、国土交通省では、基準類の整備、会議・講習会、

実地指導を通じて保全の適正化を推進します。
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